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第２次山県市シティプロモーション事業推進業務委託に係る

公募型プロポーザル実施要領

本要領は、山県市が国の「デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）」

を活用して実施する「第２次山県市シティプロモーション事業」の業務を委託するにあた

り、企画提案を広く募集し、総合的な審査により受託者を選定するために必要な事項を

定めるものである。

１．業務の実施背景（地域の課題）

山県市は、岐阜市の北側に隣接し、名古屋市まで公共交通機関で約１時間弱の立地

にありながら、豊かな自然環境にも恵まれる。また、東海環状自動車道山県インターチ

ェンジの開通により、名古屋圏等へのアクセスも格段に良くなり、さらに令和６年度に

は、東海環状自動車道西回りの開通が予定され、近畿地方への利便性向上も見込ま

れる。

近年では県内最大級規模の体験農園や山県市の新たな玄関口となる山県バスター

ミナルがオープンするなど、地域の核となり人を呼び込める拠点が整備されてきた。

その中で、市では地方創生を旗印に子育て支援日本一を目指した施策や移住定住

促進対策、中小企業支援などを進め「－ほどよい田舎山県市のすすめ－ 山県市の豊

かな自然と名古屋圏へのアクセスの良さを生かし、シビックプライドの醸成と移住定

住人口の拡大を図る」ことを目標に、シティプロモーション事業を展開している。

これまでのシティプロモーション事業では、名古屋圏のマスメディアとの関係構築

を強化することで、メディア掲載数の増加をはじめ、当事業において新たに開設した

Webサイト「YAMAGATA BASE」も閲覧数が飛躍的に伸び、市の認知度は着実に

向上している。

シティプロモーション事業も展開しているが、人口減少率が５年間で約6.8％と県

内の市の中でも高く、合計特殊出生率は県内でも低い。また、山県市の主要産業であ

る水栓バルブ企業群は北部の中山間地域を中心に位置していることもあり、中小企

業の人材確保が大きな課題となっているなど、人口減少による地域の担い手不足や

空き家の増加など多くの課題が山積している。また、「人口戦略会議」による「令和6

年地方公共団体持続可能性」分析レポートによると、市が消滅可能性自治体の一つに

挙げられ、人口減少対策は喫緊の課題となっている。

２．業務の目的

山県市では、平成２７年度から市の認知度向上、交流・関係人口の増加を目的に、

Webサイト「YAMAGATA BASE」を中心に各種シティプロモーション事業を展開し

てきた。「YAMAGATA BASE」は平成２９年度から毎年度ページ閲覧数が１００万回
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を超えるなど人気のWebサイトとなり、市の認知度向上に大きく寄与した。令和4年

度までのシティプロモーション事業では、「山をデザインする」をテーマに風光明媚な

観光資源が多い美山地域を重点に事業展開し、令和5年度からは「第2次シティプロ

モーション事業」として、従来のシティプロモーションとは別視点の事業を実施した。ト

レーラーハウスを活用した宿泊体験の試行・検証から、市の玄関口である高富地域の

活性化が重要という知見を得た。

本業務では、過去のシティプロモーション事業や調査、計画を取り巻く環境を総括

的に分析し、市の魅力、強み、課題等を把握し、今後の市にとって効果的なシティプロ

モーション戦略を策定する。

戦略策定後、認知度向上から継続的な交流・関係人口の拡大に繋げることを目的と

して、市への来訪者やリピーターを獲得するため、市民主導かつ効果的なシティプロ

モーション事業を展開することを目的とする。

※本業務では従来の事業と別の切り口でのシティプロモーション事業を行うため、本

業務で動画制作や写真撮影、有名人を起用したPR、観光冊子の制作等は求めてい

ない。

※山県市では、様々な角度から市のPR・魅力発信を行っている。そのため、本プロポ

ーザルの参加にあたって事前に各種施策を十分に把握、情報を得た上で参加し、類

似の提案がないよう注意すること。

※過去の事業実績および類似事業については別添「山県市におけるシティプロモーシ

ョンの変遷」「山県市におけるシティプロモーション類似事業例」等参照

３．業務概要

⑴ 業務名称 第２次山県市シティプロモーション事業推進業務委託

⑵ 委託期間 契約締結の日から令和７年３月14日（金）まで

⑶ 業務内容 第２次山県市シティプロモーション事業推進業務委託仕様書（以下「仕

様書」という。）」の内容に基づいた業務

⑷ 業務規模 8，617千円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）を上限とする。

※令和6年4月1日から契約日までのYAMAGATA BASEの維持管理費を含む。

※【参考】令和7年度から令和8年度にかけて各年度１2，０００千円（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）規模の事業を見込む。令和7年度以降は予算確定を条

件とする。

４．実施形式

公募型プロポーザル方式により企画提案を総合的に評価及び審査し、最優秀企画提

案者を選定する。
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５．公募型プロポーザル参加資格に関する事項

公募型プロポーザルに参加する者（以下「提案者」という。）は、次に掲げる条件を全

て満たすものであること。

⑴ 単独の事業者（法人、団体及び個人）又は、複数の事業者による連合体（以下「コン

ソーシアム」という。）であること。

⑵ 単独の事業者又はコンソーシアムの構成員は次のアからクまでの条件を全て満た

すこと。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６

７条の４第１項の規定に該当しない者。

イ 施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当するため市長が一定の

期間を定めて競争入札に参加させないこととした者で当該期間を経過し

ていない者（その者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者を

含む。）でないこと。

ウ 国又は地方公共団体との契約に関して指名停止の措置を受けている期間

中の者でないこと。

エ 国税・市税の未納がない者。

オ 複数のコンソーシアム構成員になって参加し、また、単独の事業者として参

加するなど重複参加していないこと。

カ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続き開始の申

し立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始

の申し立て又は破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開

始の申し立てが行われている者でないこと。

キ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条２号

に規定する暴力団若しくは暴力団と密接な関係を有する者を経営に関与

させている者ではないこと。

ク 宗教又は政治活動を主たる目的とする団体ではないこと。

６．公募型プロポーザル参加資格に関する失格要件

提案者が次の事項に該当すると市が判断した場合は失格とする。ただし、市がやむ

を得ない事情があると認めた場合は、この限りではない。

⑴ 本要項を遵守しない場合

⑵ 提出書類に虚偽の記載をした場合

⑶ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合

⑷ 応募資格を欠いていることが判明した場合

⑸ その他提案者の失格事項に相当するものと市が判断した場合
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７．公募型プロポーザル実施スケジュール

⑴ 募集要項（本実施要項）の配付

【配付期間】令和６年５月１日（水）～5月２０日（月）

【配付方法】「12 公募型プロポーザルに関する問合せ及び応募先」へ来庁

または市ＨＰからダウンロードによる配付とする。

⑵ 質問書の受付期間・回答方法

【受付期間】令和６年５月２日（木） 9時 ～ 5月10日（金） １７時

【回答方法】質問書（様式第２号）に記入の上、Ｅメールの件名を「第２次山県市シ

ティプロモーション事業推進業務質問（法人名）」として「13 公募型プロポーザ

ルに関する問合せ及び応募先」宛てに送信し、電話で到着確認すること。質問へ

の回答は、市ＨＰ上（本要項を掲載している画面と同一画面上）に随時掲載する。

ただし、最優秀企画提案者選定に支障を来す恐れがあると判断した質問につい

ては、回答しないものとする。

⑶ 応募書類提出期限等

ア 提出期限

令和６年５月２０日（月） １７時

イ 提出書類

「14 添付書類等 ⑴、⑷、⑸」並びに企画提案書及び見積書等を提出すること。

なお、⑷、⑸及び見積書の写しを企画提案書にそれぞれ綴り込むこと。

①⑴ 応募申請書（様式第１号） １部

②⑷ 事業者概要書（様式第４号） １０部

※事業者概要書はパンフレット等も可

③⑸ 業務実績書（様式第５号） １０部

※業務実績書は任意様式等も可

④企画提案書（任意様式） １０部

※企画提案書は、仕様書の内容を踏まえて作成すること。様式は任意とす

るが、日本工業規格Ａ４判縦型に横書き（長辺綴じ）、文字サイズは１２ポイ

ントを基本とする。

⑤見積書（任意様式） １部

⑥見積書の写し １０部

ウ 提出方法

「13 公募型プロポーザルに関する問合せ及び応募先」へ郵送（必着）又は持参

により提出すること。持参の場合の受付時間は９時から１７時（土日祝日は除く。）

までとする。郵送の場合は当日必着とする。

⑷ その他

応募申請書提出後、公募型プロポーザルへの参加を辞退する者は参加辞退届（様
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式第３号）１部を「13 公募型プロポーザルに関する問合せ及び応募先」提出する

こと。

８．最優秀企画提案者評価・選定方法

⑴ 評価方法

ア 提案内容が、仕様書の要件を満たしており、かつ、上限額の範囲の価格を提示した

者を評価の対象とする。

イ 最優秀企画提案者の選定に際しては、以下のような項目を評価し、各評価項目の

得点を加点する方法により総合的に評価する。

①業務の趣旨等の企画への反映

・業務の趣旨を理解し、提案の内容に反映しているか。

② 企画力

・業務内容について、今までの取り組みを踏襲しつつ、斬新な提案となっている

か。

・業務の実施方法等が具体的で、効果的なものとなるような創意工夫や独自性の

ある企画内容が提案されているか。

・山県市の課題を十分に把握し、今年度事業が来年度以降の取組につながるよう

な提案がなされているか。

③ 実施体制

・実施運営体制が整っているか。

・スケジュールが具体的かつ現実的か。

④ 業務能力

・会社、担当者の実務能力実績があるか。

・会社、担当者の熱意が感じられるか。

⑤ 委託金額

・費用対効果の観点から適正な見積額となっているか。

⑵ 選定方法

ア 対面によるプレゼンテーション

１事業者３０分程度（説明２０分、質疑１０分）とし、当業務の担当予定者がプレゼン

テーションを実施する。出席者は、１事業者３名以内とする。

イ プレゼンテーションによる審査実施日は令和6年５月２７日（月）

※ただし、応募者が多数の場合は、事前審査として書類選考を実施し、プレゼンテ

ーション審査を受けることができる業者を選定することがある。

※プレゼンテーションの際は、市でモニターとHDMIケーブルを用意する。PC等

持ち込み可とするが、使用する場合は応募申請書等提出時に申し出ること。

⑶ 審査結果通知
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各企画提案者に文書で通知する。審査経過については公表しない。また、選定の結

果に対しての異議申立ては受け付けない。

９．契約手続き等

⑴ 契約方法

ア 最優秀企画提案者と市は企画提案書の内容をもとに協議を行い、業務の内容に

係る具体的な仕様を確定し、改めて見積書を徴取した上で契約を締結する。

イ 最優秀企画提案者と市との間で協議が整わない場合又は最優秀企画提案者が

契約を辞退した場合は、次点者と協議の上、契約を締結する場合がある。

⑵ 委託料の支払い

ア 委託料の支払いについては、契約期間内に業務を完了した後、市による検査後、

契約金額を全額支払うものとする。

イ 全ての証拠書類は、本業務終了後、５年間保存すること。

10．著作権等

仕様書記載のとおり

11．公正な提案競技の確保

公正なプロポーザルを実施するため、提案者が次の⑴から⑷の行為を行った場合は、

審査対象から除外する。

⑴ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）等に抵

触する行為

⑵ 競技を制限する目的で他の提案者と参加意思又は提案内容について相談する行為

⑶ 最優秀企画提案者の選定終了までの間に、他の提案者に対して応募提案の内容を

意図的に開示する行為

⑷ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為

12．その他

⑴ 応募申請書（様式第１号）又は企画提案書が次のいずれかに該当する場合には、提案

が無効となることがあるので留意すること。

ア 提出期限、提出先、提出方法に適合しないもの。

イ 作成様式及び記載上の留意事項に適合しないもの。

ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。

エ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。

オ 虚偽の内容が記載されているもの。

⑵ 選定された事業者の企画提案書等応募書類は公開の対象とする。選定されなかっ
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た事業者の企画提案関係書類は、事業者名をはじめ原則非公開とする。ただし、市情

報公開条例その他の法令で規定があるときは、当該規定が優先されるものとする。

⑶ 提出期限以降における企画提案書の差し替え及び再提出は認めない。

⑷ 提出書類は返却しない。

⑸ 提出競技並びに契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通

貨とする。

⑹ この募集に伴いプロポーザル応募に要した費用は応募事業者の負担とする。

13．公募型プロポーザルに関する問合せ及び応募先

〒５０１－２１９２

岐阜県山県市高木１０００番地１ 山県市企画財政課

電話番号：０５８１－２２－６８２５

ファックス番号：０５８１－２７－２０７５

メールアドレス：kikaku@city.gifu-yamagata.lg.jp

14．添付書類等

⑴ 応募申請書（様式第１号）

⑵ 質問書（様式第２号）

⑶ 参加辞退届（様式第３号）

⑷ 事業者概要書（様式第４号）

⑸ 業務実績書（様式第５号）


